
⑥　点検

耐震診断士派遣事業　広報告知 市民

耐震化アンケートにより10年
工程を作成

③　主なアクティビティ（活動）とアウトプット（結果）

アウトプット（結果）

Ｒ5年度実績値 Ｒ5年度目標値

事務事業名 事業建築物の耐震化促進

アクティビティ（活動）

計5,063枚配布 1回配布 6件（相談件数） 10件（相談件数）

1回 1回 5件（相談件数） 10件（相談件数）

建築総務費

耐震診断士1名増

1回/年の啓発実施

④　初期・中間アウトカム（成果）

活動指標（回数・件数・日数等）
活動名 対象者

活動指標（参加者数・面積等）

公共建築物の耐震化に係る調査 公共施設所管課

木造住宅耐震診断申込申請数 2件 3件

Ｒ5年度実績値 Ｒ5年度目標値

3日 3日 9課ヒアリング実施により10
年工程を作成

総合支援メニュー補助　案内チラシ配布 対象区域市民

その他

常総市耐震改修促進計画検討委員会 公共施設所管課 1回 1回 1回/年の啓発実施

耐震診断士養成講習会

項

②　インプット（投入）

Ⅴ都市基盤の充実

3快適な都市環境の整備を進める

2住宅・宅地

安心・安全な住宅の普及

①　総合計画上の位置付けと事務事業説明

施策

施策内容

土木費

都市計画費

背景・課題

国・県の耐震改修促進計画改定に伴いR4.3に市の
計画を改定しました。住宅及び住宅以外の建築物
について、令和12年度までに耐震性が不十分なも
のを概ね解消することが目標値として定められて
います。

目的・意図

昭和56年以前の旧耐震基準で建てられた建築物は
地震に対して脆弱であることが、過去の災害より
明らかになっています。安心安全な都市環境をつ
くるために、公共建築物及び木造住宅を主とした
住宅建築物の耐震化を推進します。

主
な
予
算
科
目

都市計画総務費

改善の余地 今後の方向性

□

業務の振り返り

⑤　最終アウトカム（成果）

指標名

住宅の耐震化率

指標名

耐震診断士・設計事務所担当者 1回 1回 耐震診断士1名増

0件

　木造住宅の耐震化に係る総合支援メニューは今年度か
ら補助制度を創設しました。このなかで耐震診断を完了
した申請者が、続けて総合支援メニューを希望するニー
ズがあることを確認しました。R6年度以降は，同一年度
に診断及び工事を連続して実施できるように改善いたし
ます。

　R6年からは国の補助適用方針が改善され、総合支援メ
ニューの建替えを実施する際は、耐震診断を実施しなく
ても、建物所有者が簡易な調査票にて判断することによ
り、耐震建替工事補助適用が可能になりました。また県
補助もさらに上積みされる検討も現在なされており、耐
震化補助メニューを申請しやすい環境が整いつつありま
す。市では安全安心な都市環境を創出するため、建築物
の耐震化を促進します。

コスト ■ 活動

1件

成果指標
Ｒ5年度実績値 Ｒ5年度目標値

□ 成果 □

成果指標
Ｒ5年度実績値 Ｒ9年度目標値

70.9% 85.0%

： 都市計画課 シートNo ： 87 作成日 ： 2024/2/16

木造住宅耐震化にかかる総合支援メニュー申請数

まちづくり達成状況報告書（事務事業点検シート） 課等名

その他、根拠法令
及び分野別計画

目常総市耐震改修促進計画

後期
基本
計画

施策の大綱

施策の目標

会計名

一般会計

款


